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Abstract

Let me consider the electoral reapportionment problem and the political redistricting problem for 
the single-seat constituency system in the House of Representatives. The number of member is 300. 
In this paper, the optimal reapportionment and the optimal redistricting are obtained under current 
laws and the districting rule. As a result, the limit of the disparity for the apportionment is 1.583, which 
shows the lower bound of the districting problem, and the limit of the disparity in the relative weight 
of one vote is 1.939. Also, the results provide guidance for the decision making of the redistricting and 
issue a guideline for the improvement of the districting rule.

１　はじめに

衆議院議員小選挙区制の議員定員 300人について，現行法制度と作成方針 1を尊重した場合の最
適区割とそのときの一票の格差の限界を示す．人口は 2010年国勢調査速報値を用い，2011年 3月
末における市区郡を基本要素とする2．選挙区割は現行制度に則り，定数 300人を 47都道府県に配
分し，都道府県毎に区割を画定する．このとき，議員総数を各都道府県に配分する問題を「議員定
数配分問題」，配分された議席数に応じて都道府県毎に区割画定を行う問題を「区割画定問題」と
よぶ．

「議員定数配分問題」では「1人別枠方式」を採用せず，割当分特性を満たさない設定で定数配
分に対する最適化モデル［13］を用いて 47都道府県へ 300議席を定数配分し，「区割画定問題」で
は，区割り作成方針（cf. ［4］）を尊重し，与えられた議席を所与として都道府県毎に最適区割を求め，
規定の上下限制約を考慮して全国最適区割を導出する（cf. ［13］）．

　1日本国憲法，公職選挙法，衆議院議員選挙区画定審議会設置法，区割り案の作成方針（cf. ［4］）など
　2国勢調査人口速報値は，2011年 3月 11日震災前の速報公表値であり，区割画定要素となる市区郡も大震災前に確
定していた 2011年 3 月末時点の行政界をデータであることに注意
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本論文の目的は，現行制度における定数配分・区割画定の両面から限界格差を示し，小選挙区画
定作業の指針とすることである．

2　日本全国最適区割

日本全国で選挙区構成要素となる市区郡数は，合計1,371となった．ただし，もともと飛び地となっ
ている市区郡は，現制度にあわせ，それぞれ別の構成要素としている．また，北海道のみ，基本単
位は市区郡ではなく振興局（旧：支庁）を用いると定めがあるが，現行区割の様子や格差縮小の観
点から，人口 10 万人以上の市を振興局とは別の要素として計算してある．
都道府県毎の区割画定においては，区割り作成方針に則り対象となる市区郡を以下のように分割

した．

　１． 過大人口市区（cf. ［13］）は事前に分割し，当該都道府県の平均人口で 1 選挙区を作り，
残りの人口を最適化モデルの要素とした．

　２． 最適解から過大人口選挙区・過小人口選挙区（cf. ［13］）の存在が明らかになった場合は，
都道府県の事例毎に適当と思われる市区郡を一つ選んで分割し，分割後の人口振り分けは，
周辺の市区郡とあわせて 1 選挙区が当該都道府県の平均人口となるよう構成した．

ここで，過大人口選挙区・過小人口選挙区を避けるための分割は，分割実行のための条件として「ど
のように区割を作っても避けられない」ことを示す必要があり，最適区割による限界がわかって初
めて対象となる市区が存在するかどうかが判断可能となることに注意する必要がある．

なお，1選挙区構成時に平均人口を割り当てているが，最適性や格差の点からその影響は軽微で
あることが示されている［11］．上記の他，区割り案の作成方針にもとづくと実行不可能 3となる
県についても，前期 2と同様の措置により分割を施した．

都道府県毎の配分議席数と，区割画定の際の市区郡分割数，最適区割による最大人口選挙区の人
口と最小人口選挙区の人口，および，都道府県内の一票の格差は表 2.1および図 2.1のとおりである．
表 2.1は，都道府県の人口昇順に並べてある．

表 2.1において，全国の最大人口を持つ選挙区を青色（埼玉県），最小人口を持つ選挙区を赤色（愛
媛県）で示しており，その比がすなわち一票の格差で，1.939倍となる．かろうじて 2 倍未満を達
成しているが，これは現行の区割り作成方針が，「2倍未満さえ達成できればよい」という指針の
もとに作成されていることによる［12］．作成方針を，格差縮小を目的として一部修正変更すれば，
一票の格差を最適議席配分の格差 1.583 倍に近づけていくことが可能である［12］．

2倍未満を達成する全国最適区割の選挙区には飛び地はない．2倍を超える現行区割［2001画定］
には飛び地となる選挙区が存在するが，飛び地を作る必要はないことがわかる．

　3厳密には，区割り作成方針で規定する選挙区人口上下限を超える過大・過小人口選挙区が存在する，ということ
である．



表 2.1：日本全国最適区割 [一票の格差限界 1.939倍]市区郡分割数合計 14
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図 2.1：全国最適区割
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2倍未満を達成する全国最適区割における市区郡分割数は日本全国で 14となった．2倍を超える
現行区割［2001］の分割数は 23に及ぶが，必要ない分割が多数あることがわかる．

日本全国での 1 選挙区当たり平均人口は 426,853.42（= 128,056,026/300）で，その 4/3倍と，都
道府県毎の平均人口の 4/3倍の小さい方が，作成方針の示す選挙区人口上限となる．これを超える
分割対象となる過大人口市区は，千葉県で 1つ（船橋市），東京都で 6つ（大田区，世田谷区，練
馬区，足立区，江戸川区，八王子市），熊本県で 1つ（熊本市），鹿児島県で 1つ（鹿児島市）の合
計 9市区である．次に，最適区割りを求めることで判明する過大人口選挙区を避けるための分割が
三重県で 1つ（四日市市），過小人口選挙区を避けるための分割が長崎県で 1つ（長崎市）の合計
2市である．さらに，最適解求解時に実行不能となるため，分割を余儀なくされるのが千葉県で 1
つ（市川市），富山県で 1つ（富山市），香川県で 1つ（高松市）の合計 3市となる．以上の 14市
区郡が，最適区割において実施された分割である．

図 2.1は，縦軸は選挙区の人口を表し，横軸に「全国」も含めて 47都道府県を 1選挙区平均人
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口の昇順に並べている（表 2.1の並び順とは違うことに注意）．図を横断する 2本の黄色点線は，
全国 1 選挙区あたり平均人口（426,853.42）の 2/3倍と 4/3倍の位置を示す．各都道府県の縦棒は，
中心の赤横線が平均人口を，その上下に伸びる橙棒が最適区割の最大・最小人口を意味し，緑枠棒
は当該都道府県の 1選挙区あたり平均の 2/3倍～ 4/3倍を示す．最適区割上下限を表す橙棒が短い
程県内格差が小さいことを意味する4．

1選挙区平均最小（鳥取県 294,209）と最大（兵庫県 465,765）の幅が定数配分格差（1.583 倍）
であり，橙棒の最小（愛媛県 289,495）と最大（埼玉県 561,211）の幅が一票の限界格差（1.939倍）
を表す．なお，図からわかるとおり，全国最小人口選挙区（289,495）をもつ愛媛県は，最大人口
選挙区（517,088）が県内上限（476,985）を超えているので，市区郡分割をして県内格差縮小をし
てもよい．その場合，市区郡分割数が一つ増えて 15 となり，全国最小人口選挙区を有するのは鳥
取県（290,637）に移り，一票の限界格差は 1.931 倍となる．

最適区割の導出の際には，最大人口選挙区と最小人口選挙区の人口比最小を見ているので，配分
議席数が 4 以上の都道府県に於いて，最大と最小の人口を与える選挙区の間の人口をもつ選挙区に
は別解がありうるし，最適を与える最大人口と最小人口の数値だけが同じで異なる選挙区割などが
存在しうる．すなわち，都道府県の最適区割はここに示したものが唯一であるとは限らないことに
注意が必要である．異なる最適解の存在や，第 k最適解，区割の列挙については［13］を参照のこ
と．

３　都道府県毎の最適区割

都道府県毎の全最適区割を，市区郡の表と図で以下に示す．
最適区割図・表それぞれにおいて，市区郡番号は市区郡隣接グラフ作成時，行政番号の順番に準
じて作成したもので，単なる区別の通し番号である．飛び地を持つ市区郡は別要素で別番号が付く
ことにも注意のこと．選挙区の順番も任意であり，単なる区別以上の意味はない．
最適区割表は，選挙区番号順に示しており，最大人口選挙区を青色，最小人口選挙区の人口を赤

色で示してある．また，市区群分割が行われた市区郡名は赤色にしてある．
最適区割図においては，さらに以下の点に注意されたい．

●同色が同一選挙区を意味する（第 1選挙区＝赤，第 2選挙区＝青，第 3選挙区＝緑，…）．

●グラフの枝（線）は市区郡の隣接関係を示す．

●  市区郡を表す円の直径（面積ではない）は，その市区郡の人口を当該都道府県内の最大最小人
口をもとに相対的に示したものである．

●異色の同心円として描かれる市区郡は，その市区郡が分割されていることを意味する．

　4厳密には，比最小と差最小は異なるので，橙棒が短い（差が小さい）程県内格差が小さい（比が小さい）ことを
必ずしも意味しない．
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●  市区の位置は，市役所区役所の経度緯度情報に基づいている．経度緯度は Knechtの提供する
ウェブサービス：「ジオコーディング」の「世界測地系」による［14］．

●  郡の位置は町役場村役場の上記測地系による経度緯度の平均位置としてある．

●  東京都，鹿児島県，沖縄県の，本島から極端に離れている離島［小笠原諸島，トカラ列島，石
垣島，宮古島など］は，縮尺の関係上，本島の近くになるよう修正してあるので実際の位置と
異なる．

●  市役所区役所，町役場村役場の位置が市区町村の区画の外れにある場合が多いため，また郡位
置の上記平均設定により，隣接グラフの枝が交差する場合がある．
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表 3.1：北海道最適 [1.236倍]

図 3.1：北海道 [12選挙区]最適区割
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表 3.2：青森県最適 [1.053倍]

表 3.3：岩手県最適 [1.004倍]

図 3.2：青森県 [3選挙区]最適区割

図 3.3：岩手県 [3選挙区 ]最適区割
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表 3.4：宮城県最適 [1.191倍]

表 3.5：秋田県最適 [1.135倍]

図 3.4：宮城県 [6選挙区]最適区割

図 3.5：秋田県 [3選挙区 ]最適区割



－ 52－

堀田敬介：衆議院議員小選挙区制最適区割 2011

表 3.6：山形県最適 [1.005倍]

表 3.7：福島県最適 [1.035倍]

図 3.6：山形県 [3選挙区]最適区割

図 3.7：福島県 [5選挙区]最適区割
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表 3.8：茨城県最適 [1.016倍]

図 3.8：茨城県 [7選挙区]最適区割



表 3.9：栃木県最適 [1.420倍]

表 3.10：群馬県最適 [1.070倍]
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図 3.9：栃木県 [5選挙区]最適区割

図 3.10：群馬県 [7選挙区]最適区割
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表 3.11：埼玉県最適 [1.327倍]

図 3.11：埼玉県 [16選挙区]最適区割



－ 56－

堀田敬介：衆議院議員小選挙区制最適区割 2011

表 3.12：千葉県最適 [1.517倍]分割 2

図 3.12：千葉県 [14選挙区 ]最適区割
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表 3.13：東京都最適 [1.504倍]分割 6

図 3.13：東京都 [29選挙区]最適区割
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表 3.14：神奈川県最適 [1.252倍]

図 3.14：神奈川県 [20選挙区]最適区割
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表 3.15：新潟県最適 [1.030倍]

図 3.15：新潟県 [6選挙区]最適区割
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表 3.16：富山県最適 [1.002倍]分割 1

図 3.16：富山県 [3選挙区]最適区割

表 3.17：石川県最適 [1.492倍]

図 3.17：石川県 [3選挙区]最適区割
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表 3.18：福井県最適 [1.031倍]

図 3.18：福井県 [2選挙区]最適区割

表 3.19：山梨県最適 [1.000倍]

図 3.19：山梨県 [2選挙区]最適区割
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図 3.20：長野県 [5選挙区]最適区割

表 3.20：長野県最適 [1.004倍]
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表 3.21：岐阜県最適 [1.011倍]

図 3.21：岐阜県 [5選挙区]最適区割
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表 3.22：静岡県最適 [1.035倍]

図 3.22：静岡県 [9選挙区]最適区割
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表 3.23：愛知県最適 [1.107倍]

図 3.23：愛知県 [3選挙区]最適区割
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表 3.24：三重県最適 [1.394倍]分割 1

図 3.24：三重県 [4選挙区]最適区割
表 3.25：滋賀県最適 [1.077倍]

図 3.25：滋賀県 [4選挙区]最適区割
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表 3.26：京都府最適 [1.082倍]

図 3.26：京都府 [6選挙区]最適区割
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表 3.27：大阪府最適 [1.330倍]

図 3.27：大阪府 [20選挙区]最適区割
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表 3.28：兵庫県最適 [1.234倍]

図 3.28：兵庫県 [12選挙区]最適区割
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表 3.29：奈良県最適 [1.071倍]

表 3.30：和歌山県最適 [1.199倍]

図 3.29：奈良県 [4選挙区]最適区割

図 3.30：和歌山県 [3選挙区]最適区割
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表 3.31：鳥取県最適 [1.025倍]

表 3.32：島根県最適 [1.013倍]

図 3.31：鳥取県 [2選挙区]最適区割

図 3.32：島根県 [2選挙区]最適区割
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表 3.33：岡山県最適 [1.325倍]

図 3.33：岡山県 [5選挙区]最適区割
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表 3.34：広島県最適 [1.262倍]

図 3.34：広島県 [7選挙区]最適区割
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表 3.35：山口県最適 [1.449倍]

図 3.35：山口県 [4選挙区]最適区割
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表 3.36：徳島県最適 [1.007倍]

表 3.37：香川県最適 [1.024倍]分割 1

図 3.36：徳島県 [2選挙区]最適区割

図 3.37：香川県 [3選挙区]最適区割
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表 3.38：愛媛県最適 [1.786倍]

表 3.39：高知県最適 [1.055倍]

図 3.38：愛媛県 [4選挙区]最適区割

図 3.39：高知県 [2選挙区]最適区割
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表 3.40：福岡県最適 [1.191倍]

図 3.40：福岡県 [11選挙区]最適区割
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表 3.41：佐賀県最適 [1.077倍]

表 3.42：長崎県最適 [1.011倍 ]分割 1

図 3.41：佐賀県 [2選挙区]最適区割

図 3.42：長崎県 [4選挙区]最適区割
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表 3.43：熊本県最適 [1.089倍]分割 1

表 3.44：大分県最適 [1.316倍]

図 3.43：熊本県 [4選挙区]最適区割

図 3.44：大分県 [3選挙区]最適区割
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表 3.45：宮崎県最適 [1.131倍]

表 3.46：鹿児島県最適 [1.092倍]分割 1

図 3.45：宮崎県 [3選挙区]最適区割

図 3.46：鹿児島県 [4選挙区]最適区割
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表 3.47：沖縄県最適 [1.403倍]

図 3.47：沖縄県 [3選挙区]最適区割
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４　まとめ

現行法制度，区割り作成方針にのっとり，日本全国の最適区割りを示した．ただし，定数配分に
おいては，法制度と異なり「1人別枠方式」を不採用としており，「人口比例配分」については，
格差最小となる配分を最適化モデルで求めた．その結果，最適定数配分による限界格差は 1.583倍
であり，最適区割画定による一票の格差の限界は 1.939倍（長崎県を分割すれば 1.931倍）である
ことが明らかとなった．
現在の日本のように都道府県間で人口分布が著しく偏っている場合，1議席の増減が 1選挙区あ
たり平均人口に与える影響は，人口の小さい県においては顕著であり，人口の大きい都道府県にお
いてはさしたる影響がない．したがって，割当分特性を考慮せずに最適化すると，人口の大きい都
道府県の議席をもって人口の小さい県の調整を行うことがみてとれる［12］．本論文では，割当分
特性を考慮しない真の意味での限界格差としての定数配分をおこなったが，考慮した場合との差は
非常に小さい（割当分特性を考慮した最適定数配分の限界格差は 1.600倍，考慮しない時は 1.583

倍［12］）ため，割当分特性は満たすべき性質として条件に含めておいた方がよい．
また，最適区割の図からわかるとおり，日本では県内に限った場合でも人口の分布が著しく偏っ

ていることが多く，特に人口の少ない県では県庁所在地や経済中心圏などの主要都市への人口集中
が激しい．そのため，選挙区を構成する市区郡の数にかなりの差があり，多くの市郡で構成される
選挙区と 1市のみの選挙区が出来やすい．比較的，各選挙区の構成市区郡数に偏りがないのは，東
京・神奈川・大阪・埼玉などの大都府県ぐらいである．このことは，区割画定を行う際，与えられ
た配分議席数によっては格差が大幅に拡大し，過大人口選挙区・過小人口選挙区ができやすいこと
を意味している．例えば，石川県（図 3.17，表 3.17）は今回 3 議席配分されているので，中心の金
沢市と残り上下の 2 地域で地理的に綺麗に 3選挙区が構成される（県内格差は大きい）が，もし配
分議席がたまたま 2 だった場合，中央の金沢市を北と南のどちらにくっつけても 75万人を超す過
大人口選挙区ができる．
さらに，一票の限界格差を考える場合，300小選挙区の最大人口選挙区と最小人口選挙区しか見
ていないので，実際の区割画定作業や，選挙区ごとの格差（全国最小選挙区からの比）のためには，
残り 298選挙区をどう画定するかの指針を明確にしておくべきである［12, 13］．
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